
バースペクテイヴの複数化による協議的な市民的公共圏の陶戎
-「みたか市民プラン21会議」を事例として-

齊 藤 康 則

近年、自治体総合計画の策定過程において、これまでの審議会方式とは異なる、自治と協働を特徴とする
市民参加を認めることができる。本稿は、市職員による素案作成以前に市民提案をおこなった「みたか市民
プラン21会議」を事例として取り上げ、参加システムの刷新によってメンバーの意識がどのように変容し
たのかについて述べる。そして、このような政治的アリーナが、多様な観点をもつ人々によって構成される、
協議的な市民的公共圏の萌芽であることを論じたい。

が、法というメディアを通して間接的ながらも
行政システム（議会・行政機関・裁判所の意思
形成）に政治的影響力を与える、というもので
ある。
しかし、制度化された政治的意思決定と人々

の協議にもとづくコミュニケーション的権力の
連携は、ハーバーマスの理念的な社会構想に限
られるものではない。そのような連携の萌芽
は、現代日本の地方政治における市民社会の
自治(selfgovernance)と行政システムとの協働
(partnership)にも認められる。
まず、自治と協働をめく､る地域社会（研究）

における問題状況を明らかにしよう。
９０年代に入ってからの「地方分権改革_と
いうスローガンに端的であるように、地方政治
においては自治が問われており、上下関係・支
配服従関係を意味する「中央一地方関係」から
対等・同格というニュアンスを帯びた「政府間
関係」への移行が焦点となっている。しかし、
自治とはこのような「団体自治」に限られるも

１ は じ め に

自生的に成立した団体・組織・運動は、社
会的問題状況について私的生活領域のなかに
存在する共感を取り上げ、集約し、増幅して
政治的公共圏へと流し込むのであるが、この
ような団体・組織・運動によって市民社会
(Zivilgesellschaft)は成り立っているのである。
市民社会の核心をなすのは、成立した公共圏
の枠内で一般的関心を引く問題のために問題
解決討議を制度化する、連帯的結合にかんす
る制度である(Habemasl992=2002-03:下g7)｡

ユルゲン・ハーバーマスが論じる市民社会
は、非国家的・非経済的なポランタリー・アソ
シエーションが私的領域にいる人々の意見を一
般的な関心の集まる問題へと高め、それを市民
的公共圏に伝達し、人々の公共的論議から産出
される合意達成的なコミュニケーション的権力
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ことは、行政のモニタリング強化・行政の透明
化とならんで効率的・効果的な行財政運営にと
って不可欠であるとされるが（村松2001)、人
数制限のない完全公募の参加システムによって
素案作成以前に基本構想・基本計画に対する市
民提案をおこなった「市民２１会議」は、この
点からも先進事例と言える。本稿の目的は、市
民の自治と市との協働という特徴をもつ「市民
２１会議」の参加システムがどのような構造的
条件のもとで可能になったのか、を問うことに
ある。
また、事例を通して本稿が注目するのは、こ

のような参加システムの刷新による参加層の拡
大が、公的領域のパースペクティヴの複数化と
いう意義をもっていたことである。

のではない。原発建設の賛否を問うた新潟県巻
町をはじめとする各地の住民投票が示している
のは、「そこに住む者の権利」（鳥越1995)とし
て住民主権を求める人々の声であり、ここでは
自治のもう一つの側面である「住民自治」が問
われている。
一方、自治とともに焦点となっているのが協

働であり、福祉や環境の分野における行政官僚
機構とボランタリーな市民団体の結びつきに顕
著である。このように市民と行政の協働が進展
しつつある要因として、規模・質の両面での代
表者政治の限界を指摘できる。地域住民は、欲
求レベルが多様化・高度化するにつれて、市町
村単位の代表者による議会意思と自らの住民意
思を同一視することが難しくなり、コミュニテ
ィ・レベルでの正統性を要求するようになった
(名和田1998)。また、議会政治が権力エリート
的な議員によって「持続的事業体」となる場
合には、議会意思と住民意思の乖離はより深刻
なものとなった（中澤1998)。
このような背景のもと、地域住民が相互の協

議にもとづいて自治体の意思決定過程に関与す
ることが重要な意味をもつに至ったというのが、
現在の問題状況である。
本稿は、「みたか市民プラン21会議」（東京

都三鷹市、以下「市民21会議」と略称）を事例と
して(')、自治体計画の策定をめぐる参加民主主
義的な政治過程について、参加システムの変
化および市民の意識変容という２つの側面か
ら考察する。三鷹市は昭和54(1979)年以来
地方交付税不交付団体であり、歳入の約６０％
は住民税・固定資産税による自前収入であるが、
近年は長期の景気低迷や人口の少子高齢化によ
って歳入減・歳出増の傾向にあり、効率的で開
かれた自治体経営をめざしている(2)。市民がパ
ートナーとして行政の計画策定過程に参加する

公的領域のリアリティは、無数の遠近法
(perspective)と側面(aspect)が同時的に存在
する場合に確証される。なぜなら、このよう
な無数の遠近法と側面の中にこそ、共通世界
がおのずとその姿を現わすからである。しか
も、このような無数の遠近法と側面にたいし
ては、共通の尺度や公分母をけっして考案す
ることはできない(Arendtl958=1994:85)。

ハンナ・アーレントが述べるように、公的領
域は「介在者(in-between)」としての共通世界
に対する関心の同一性と人々のパースペクティ
ヴの複数性とのバランスの上に成立している。
それゆえ、公的領域においては、人々の相異な
るパースペクテイヴが客観的基準や絶対的真理
に照らして排除されたり、一つの合意に向けて
収數したりすることはなく、それぞれの遠近法
と側面の異なりが公的領域を豊かにするものと
して評価される。ここで重要になるのは、必ず
しもアーレントが明示的に語っているわけでは
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ないが、そのような公的領域の成立を可能にす
る協議手続き(deliberativeprocedure)である。本
稿は、「市民２1会議」のメンバーが自らルー
ルを定めて合意形成を図ることによって、どの
ような意識変容がみられたのかについても、あ
わせて論じることにしたい。
あらかじめ簡単な見取り図を示しておこう。

２節では、自治体計画の制度化を地域社会の動
向と関連づけながら簡単にふり返り、三膳市の
参加型計画行政の展開とその問題点について
述べる。３節では、総合計画の策定にあたって
素案作成以前の完全公募の参加システムを導入
した、「市民２１会議」の約２年間にわたる活
動の展開を紹介する。４節では、新しい参加シ
ステムのもとメンバー自身が協議手続きを定め
ることによって、市民のどのような意識変容が
みられたのかを論じる。５節では、「市民２１会
議」が市民の自治と市との協働、参加者のパー
スペクテイヴの複数性という特徴をもつ協議的
な市民的公共圏の萌芽であることを指摘する。

自治省の指導が強力だったこと、(3)地域住民生
活に関連のある施策内容を充実させるためには
住民参加が不可欠だったこと、(4)自治体職員の
間で住民参加がプラスのシンボルと考えられて
いたこと、である（武川1992)。
この間の事情を地域社会の動向と関連づけて

考えておこう。昭和３０年代には、５５年体制
下の利権政治(interestpolitics)による産業中心
主義的な経済成長政策が多くの地域で公害を引
き起こしたが、都市部では生活環境の悪化に対
する住民運動とほぼ同時に「自治体革新の波」
が巻き起こり、運動要求に応答しようとした革
新系首長が先導的・先進的な政策を展開した。
革新自治体は石油危機による地方財政の大幅な
収益減、保守勢力の巻き返しによってまもなく
衰退していったが、「政権交代なき政策転換」
とも言われた地方政治の政策転換は、福祉･サ
ービス行政の充実によって住民の日常的な生活

要求を行政施策に取り入れ、住民参加行政の展
開によって（一回的な）運動に訴えることなく
住民要求を表明する場を開いた点で、自治体計
画の基礎を作ったと言える(3)。
このような自治体計画を策定する際の主な参

加ルートは、審議会方式である。消費者団体、
商工団体、労働団体、地域団体といった地域有
力組織によって構成される審議会は都市コー
ポラティズム体制の合意政治(consensuspolilics)
を志向し、「一方で市議会の各種地域・団体の
多様な利害の政治的媒介機能を、他方で住民各
層・団体の市政への参画回路を用意し、それら
の参加・共働を推進」（中道2000:180)するも
のである件)。一方、この審議会を補完するのが
住区協議会（中野区）やコミュニティ協議会（武
蔵野市）といった地区別会議である。市町村の
エリアを下位区分することによって、住民の関
心が高く意見が求めやすい身近な地域問題から

２計画行政と市民参加

２-１自治体計画の制度化
市町村における計画行政の歩みは、昭和41
(1966)年の『市町村計画策定方法研究報告』
に始まった。この報告書では、市町村が地域社
会の生活基盤整備を中心テーマとする総合計
画を自主的に策定することが提言され、基本
構想・基本計画・実施計画という３層方式に
よる計画行政が標準的なモデルとされた（昭和
４４年の地方自治法改正により、基本構想の策定は義
務化)。市町村において参加型の計画行政が進
展した要因は、(l)政治・行政機構が一元的であ
るために計画的な行財政運営が容易だったこと、
(2暇告書発表から地方自治法改正へと至る（旧）
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成され、総論５項目・各論２０項目にわたる報
告書を提出した。
９０年代初頭の第二次基本構想・基本計画の
策定にあたって、「長期計画案検討市民会議」
が公募一般市民、住民協議会推薦、市民団体
推薦、市議会議員推薦、学識経験者（計62名、
基本計画策定時には計67名）によって結成され、
それぞれの素案に対する意見書を提出した。一
方、平成７年の第二次基本計画改定にあたっ
ては、市内７つの住民協議会を単位とする「ま
ちづくり懇談会」において地域課題や市政全般
にわたる意見や要望が提出され、これをふまえ
て作成された計画素案を検討するために「長期
計画案検討市民会議」（計70名）が再結成ざれ旧)、
素案に対する意見をまとめた報告書を提出した。
このように参加システムが制度化されるにつ

れて、総合計画を検討する市民会議には（公募
人数枠が限定されていたものの）アクターの多様
化にともなうパースペクティヴの段階的な複数
化を認めることができる。

＊
あわせて、第二次中期財政計画の重点目標に

数えられたコミュニティ・センター建設構想の
展開にも触れておこう（三魔市1996)。いわゆ
るコミュニティ行政は、シビル・ミニマムの実
現をめざす都市自治体が計画行政を推進するな
かで、住民意思を行政施策に反映するための実
質的な参加手段と考えられた(7)。とりわけ三鷹
市では高度経済成長期のベッド・タウン化によ
って人口の流出入が激化し(8)、町会・自治会の
加入率低下によって新旧住民の対立も深刻化し、
地域のコミュニティ形成が大きな課題となって
いた。
市民参加によるコミュニティ・センターづ
くりは、町会・自治会、商店会、PT乳、消防団、
文化・スポーツ団体の代表者と公募一般市民か

計画への参加をおこなう地区別会議は、コミュ
ニティ組織を基礎として委員会や会議を設置し、
地区別計画の策定を通して行政施策の地域化・
総合化を図るものである（住民参加・住民活動調
査研究会1982)。

２-２三薦市における参加型計画行政の展開
上記の消息を、三鷹市の過去３０年間の都市
コーポラテイズムの展開に照らして考え、参加
型計画行政の制度化とともに浮上してきた問題
点について指摘しよう（三鷹市2000,2001)。あ
わせて、「市民２１会議」の結成にあたって何
が課題とされたのか、「市民２1会議」は参加
システムのどのような転換を示しているのかに
ついても論じたい。
審議会と地区別会議による市民参加
三鷹市の計画行政のスタートは昭和４１

(1966)年の第一次中期財政計画であり、昭和
４６年の第二次中期財政計画では一般市民を対
象とする「意見を聴く会」が開催され、重点目
標の一つとしてコミュニティ・センター建設構
想が掲げられた。比較的早い時期に計画行政の
基礎が築かれたことが、市民参加が足早な展開
をみせた大きな要因である。三膳市の参加シス
テムは、総合計画の策定を契機として以下のよ
うに展開していった。
昭和４７年の第一次基本構想(5)の策定にあた

って、「基本構想策定のための市民会議一ま
ちづくり市民の会」が公募一般市民、市民団体
代表、選挙人名簿から無作為抽出された市民
(計75名）によって結成され、都市計画･道路・
ごみ・公園・上下水道に関する「まちづくり市
民の会報告書」を提出した。昭和５３年の第一
次基本計画の策定にあたっては、「基本計画策
定まちづくり市民会議」が市民団体代表、地域
代表、市議会推薦市民（計57名）によって結
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らなるコミュニティ研究会の発足に始まった。
コミュニティ研究会はコミュニティ・センター
の建設計画を基本設計から実施設計に至るまで
検討し、建設後は住民協議会へと改組し、現在
までコミュニティ・センターの自主管理・自主
運営をおこなっている。また、住民協議会は部
会や委員会をもち、コミュニティ・カルテ（昭
和56,59年）やまちづくりプラン（平成元年）
といった地区別計画を作成し(9)、近年ではリサ
イクル活動やリハビリテーション事業も展開し
ている。
審議会方式の限界と参加システムの活性化
第一次および第二次の基本構想・基本計画策

定過程における参加システムの利点と弱点を指
摘し、参加システムの転換が求められるに至っ
た背景を説明しよう。
総合計画を検討する市民会議に関しては、市

民グループや住民協議会が関与することによっ
て、計画策定段階では計画内容の専門化・地域
化を図ることが可能となり、計画実施段階では
当該組織からの協力を得やすくなったと言える。
また、組織単位の参加システムは、市民会議で
のやりとりが組織に報告される点でフィードバ
ック機能も果たしていた。しかし、市民参加が
縦割化するにつれ、市民グループや住民協議会
を母体とする参加者は所属団体にとっての利益
を追求するようになり、全市的な観点から計画
策定に関与するという市民会議のあるべき姿が
見失われていった00．
一方、人口の流出入の激化によって生じた問

題の解決のために結成された住民協議会は、こ
れまでに当初の目的をほぼ達成したと言える。
また、住民協議会の活動やコミュニティ・セン
ターの管理運営を担う事務局体制が地域住民の
手に委ねられ、自主管理・自主運営の理念も貫
徹された。しかし、住民協議会役員は高齢化し、

コミュニティ・センター利用者も固定化傾向に
あり、「コミュニティ施設の建設によるコミュ
ニティ活動の醸成」というコミュニティ行政本
来の目標が十分に達成されたとは言いがたい。
コミュニティ・カルテやまちづくりプランのよ
うな地区別計画の策定においても、市民の行政
依存体質は改善されず、市との協働関係が築か
れることはなかった。
このように、「長期計画案検討市民会議」を

はじめとする過去の都市コーポラテイズム体制
では、市民グループや住民協議会を主なアクタ
ーとする参加システムであったために公募一般

市民の人数枠が限定され、公共空間にとって肝
要なパースペクティヴの複数性が保証される
ことはなかった。そして、このことが参加シス
テムの飽和状態を引き起こしたのである。それ
ゆえ、市民が自ら協議手続きを打ち立てて所属
団体本位の参加システムを解消し、素案作成以
前の完全公募の参加システムを導入した「市民
２１会議」には、参加層の拡大を通した市民参
加の活性化をうながす意味があったと言えよう。
人数制限のない白紙からの市民参加が可能
になった直接的背景は、９0年代におこなわれ
た全市規模の市民会議「福祉プラン２1(地域福
祉・健康総合推進計画)」「都市計画マスタープラ
ン（土地総合利用計画)｣、住区規模のワークシヨ
ップ「丸池復活プランづくり」「高山小学校建
て替えプランづくり」である0')。これらの試み
には、市民グループや住民協議会の代表者が計
画素案を検討する審議会方式から、「目次とか
素案がない状態から市民が自由に発想して、そ
うした市民の発想を計画につなげていく」（企
画経営室・OS氏）新しい参加システムへの転換
のきざしが認められる。節をあらためて、この
転換が現実のものとなった「市民２１会議』の
参加システムについて論じることにしたい。
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想・基本計画の策定に向けた参加システムの検
討が始まった。まちづくり研究所・第１分科
会は市民グループの核となって活躍している市
民８名にヒアリング調査をおこない、（白紙か
らの市民参加は）「できるし、やるべきだ」「自
分もやりたい」（事務局長・ST氏）との返答を受
け、「三膳市の新しい市民参加のあり方一市
民参加の新たな手法に関する調査研究」０３を市
長に提出した。市長は市議会で素案作成段階
からの市民参加への取り組みを表明し、関連事
業の予算化をおこなった。そして、「みたか21
世紀市民プラン検討会議（仮称）準備委員会」
(以下、「準備会」と略称）のメンバーが広報紙上
で募集され、平成ll年５月、計58名の市民
によって「準備会」が発足した。
「準備会」は会則・会議の基本ルール・パー

トナーシップ協定04といった「市民21会議」
の骨組みを準備するとともに、多様な意見を調
整しうる市民を育成するために「市民参加コー
ディネーター養成講座」を開催した。約５カ
月にわたる「準備会」の協議を経て「市民が市
民に呼びかける形」で「市民21会議」のメン
バーが募集され、10月の第１回全体会におい
て会則・会議の基本ルール・パートナーシップ
協定の承認、代表３名の選出、市長とのパー
トナーシップ協定の調印がおこなわれた。
会議の運営
「市民21会議」は375名の大所帯で「市民

プラン」を作成するために、メンバー全員が所
属するlOの分科会㈱以外にも事務局・運営委
員会・コミュニケーション推進委員会といった
内部組織をもっていた。「市民21会議」の活
動は代表・事務局を中心とする運営委員会や四
役会にリードされてきた部分もあるが胴、メン
バーが自らの興味・関心にしたがって所属し数
十回にわたる議論を積み重ねてきた分科会は、

３「市民２１会議」の参加システム

「市民２1会議」は、平成ll(1999)年１０

月９日、第三次基本構想・基本計画の策定に
あたって発足した市民会議である。それまで
の「長期計画案検討市民会議」は計画素案に検
討を加えるのみであったが、今次の「市民２１
会議」では市民提案を受けて市が素案を作成し、
市との間で素案をめく癖る意見調整がおこなわれ
たことが大きな特徴である。この「市民２１会
議」はすべてのメンバーが人数制限のない公募
方式によって選出され、在住・在学・在勤・在
活動の市民が個人の自由な意志によって「みた
か市民プラン２1｣(以下、「市民プラン」と略称）
の作成に関与することが可能であった。研究者
や建築家といった専門職が一市民として参加し
たことは「市民プラン」の専門性を高め、潜在
的な参加欲求をもちつつも活動経験に乏しかっ
た市民の参加は「市民２１会議」の可能性を広
げた。また、市民グループや住民協議会の個別
利益の優先にならないようにメンバーの見解を
同じウエイト(l単位）で扱うことをルール化
し、それぞれの価値観の違いや考え方の異なり
をそのまま生かす運営がおこなわれた（みたか
市民プラン２１会議2000,2001)｡
このように、市民の自治と市との協働を体現

する「市民２１会議」は参加システムの工夫に
よってメンバーのパースペクティヴの複数性を
保証し、このことが地球・協働・循環・共生
という「複数の観点」（みたか市民プラン２１会議
2000:1)からなる「市民プラン」の提言の多
様性につながったと言える。
発足の歴史
平成１０年４月、財団法人・三鷹市まちづく
り公社のまちづくり研究所咽では第三次基本構

Ｉ
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｢市民21会議」の活動基盤であったと言える。
分科会は代表として運営委員会に出席する座

長をおき、座長が分科会内の調整と分科会間の
調整をおこない、「市民21会議」全メンバー
の知識・情報の共有化を図るフラット型の運営
がなされた。また、分科会の協議は１回２時
間を目安として平日の夜間や土日におこなわれ、
会議の基本ルールとして時間厳守が明文化され
たこともあって、かつての住民運動の中心的な
担い手であった「全日制住民」以外のサラリー
マンにも参加層が拡大した㈹・
活動の展開
「市民21会議」の基幹をなすlOの分科会活

動の主な目的は、「市民プラン」の各論部分に
あたる分科会提言(A4判で約lO枚）の内容を
議論することであった。各分科会は月に２～
３回のペースで協議を重ねて提言内容をまとめ、
平成12年７月の第７回全体会で中間報告を市
長に提出した。中間報告提出後は、代表２名
とメンバー４名によって立ち上げられた起草
委員会が「市民プラン」総論部分の原案を作成
し、全体会においてその確認と検討をおこなっ
た。そして、lO月末の第lO回全体会において、
１年をかけてできあがった「市民プラン」が市
長に手渡された。
とはいえ、パートナーシップ協定で計画素案

に対する積極的な意見表明が「市民21会議」
の役割と責務とされていたように、「市民21
会議」の活動はこれで終わったわけではなかっ
た。「市民プラン」提出後の最初の活動は「市
討議要綱チーム」㈱との意見交換であり、「市
民プラン」の総論部分が起草委員会と、各論部
分がそれぞれの分科会との間で話しあわれた。
のべll回にわたる懇談をふまえて、市は基本
構想と基本計画の第一次素案を作成した。
平成13年２月、第12回全体会において市

は基本構想・第一次素案を説明し、「市民21
会議」は起草委員会と各分科会で協議し素案に
対する意見表明をおこなった。市は提出された
意見書をふまえて修正や追加を施した第二次素
案を作成し、第l4回全体会においてその説明
をおこない、あわせて制度上の問題や予算上の
制約を示すことによって基本構想に反映できな
い提言内容の理由を説明した。「市民21会議」
は第二次素案についても意見書を提出し、市は
それをふまえて基本構想案をまとめた側。一方、
基本計画についても同様の手順で市と「市民
21会議」の意見調整が図られ(ll月末に砺定)、
｢市民21会議」は第20回全体会において市と
のパートナーシップ協定の満了を確認して解散
した。

４パースペクティヴの複数化による市
民の意識変容

前節では、都市コーポラティズム的な「長期
計画案検討市民会議」とは異なる「市民21会
議」の参加システムについて論じてきた。「市
民プラン」に対する市民の役割と責務を明確に
するためにメンバーが会議の基本ルールを打ち
立て、規範的な拘束力をもつパートナーシップ
協定を結んだことは、「市民21会議」の参加
システムが市民の自治と市との協働を体現して
いたことを示している。では、合意形成のあり
方が変化することによって、市民（および、市
職員）の意識はそれ以前とはどのような点で変
容したのだろうか。メンバーへのインタビュー
調査にもとづいて考えてみたい。
連帯関係の形成と相互理解の水準
縦割化された審議会方式とは異なる完全公募
の参加システムであった「市民21会議」では、
メンバーが立場の違いを超えて合意形成の素地

｜
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を作り、多種多様な意見を生かす会議運営が求
められた。メンバーはゼロから「市民プラン」
を作り上げるために問題関心と利害関心を異に
するメンバーと相互理解を図り、「市民が市民
をコーディネートする（ための）市民会議運営
の技法」(ST氏）を身につけていったと言える。

しかし、このような連帯関係はメンバーの相
異なる問題意識を一つの合意へと収數するもの
ではなく、それぞれの価値観の違いや考え方の
異なりに重きを置くものであった。

「市民21会議」の活動で人間関係はもの
● ● ● ● ● ●

すごく拡がりましたね。でも、考え方が一つ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

の方向に行ったわけではないんです。「私は
高層住宅反対よ」と言っても、片方は「いや、

●

それもありだよ」って。でも、そのなかでお
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

互いに違う考え、違う思考も認められて、常
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

にぶつかってもいい関係でいられるんです
(KE氏)。

市民同士で教育しあうっていうか、共に育
ちあうっていうか。分科会では、言葉が荒く
なって突っかかるような状態が会議中に起こ
ることもあったんです。〔中略〕マイナス要
因の人に対して「うん、あなたの言うこと
も分かるよ」って言う人が出てくるんです。
〔中略〕そうしたことは、次第に身について
きたんですよ、最初からそういう風にはいか
なかったですから（副座長･KE氏)。

分科会活動の進展とともにメンバー間の相互
理解は進んでいったが、上記の発言からもわ
かるように、この相互理解は（理解の）実践的
基準としての「適切な理解」であって原理的
基準としての「完全な理解」ではなかった（奥
村1998)。理解の過少でも理解の過剰でもな
い「適切な理解」とは、他者との違いに由来す
るわかりあえなさを感じなければならないた
め、当事者にとっては居心地の悪いものである。
｢市民21会議」のメンバーは、相手を罵倒す

るような暴力的発言によって他者のわからなさ
を解消することなく、常に対立関係へと発展す
る可能性をはらむ適切な相互理解の水準におい
て、「自己主張と他者尊重の微妙なバランス」
(みたか市民プラン21会議2001:17)をとりなが
ら合意形成を図り、公共空間のパースペクティ
ヴの複数性を確保してきたのである。
利害の多様性への気づき
また、人数制限のない完全公募の参加システ

ムの導入には、「今まで組織に所属してきた人
と、全く活動した経験のない人を相合わせる」
(ST氏）ことによって複数のパースペクティヴ

組織単位の参加システムではなかった「市民
２１会議」のメンバー同士は初対面であること
が多く、「人柄とつきあうことで本気でいろん
な中身が語りあえる時間になっていった」(KE
氏）と言われるように、その活動はお互いの人
となりをよく知ることから始められた。コミュ
ニケーションを通して形成されたメンバー間の
連帯関係剛は、「市民プラン」の提出と計画素
案に対する意見書の提出という「市民２１会議」
の役割と責務を果たすうえで重要な意味をもっ
ていたのである。また、中間提言や最終提言の
作成に忙殺されたときに共通目的の達成に向け
て全力を尽くしたメンバーによる、「人間関係
ができてくることによって相手に対する期待が
お互いにできてくる」（事務局担当・NI氏)、「同
じメンバーが頑張っていることが伝わるから自
分も頑張らなくちゃって思う」(KE氏）という
発言からは、その関係のあり方が「共苦」（越
智1982)的でもあったことがわかる。
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から「市民プラン」を作成するねらいがあっ
た。その結果、「市民活動デビュー」を果たし
たメンバーがそれまでの市民会議にはない豊か
さと広がりをもたらした一方（一條2000)、市
民グループ・住民協議会に所属するメンバーの
間には「少なからず戸惑いも見られ」(ST氏）
た。この戸惑いは、「私の場合は住協の役員会
で討議の上意見を発表していましたが、個人参
加で他の分科会へ参加した方がよかったかなと
いう気がしています」（みたか市民プラン21会議
2001:75)という住民協議会に属するメンバー
の発言に端的である。では、参加システムの転
換にともなう混乱や当惑の要因は何であろうか。
「市民21会議」の活動においてメンバーに

求められたのは、「自己利益を客観視する過程
での自己再考」（事務局ボランティア･OK氏）で
あった側)。例えば、「家の前の歩道を拡幅して
ほしい」という個人レベルのイシューから「歩
行者・自転車・自動車にとって市の道路はどう
あるべきか」というように、また「より芸術に
親しめるように文化施設を増やしてほしい」と
いう所属団体レベルのイシューから「児童・障
害者・高齢者を含めた生涯学習にとって好まし
い公共施設はどのようなものか」というよう
に、メンバーには地域社会レベルのイシューヘ
と問題意識を拡大することが求められたのであ
る。それゆえ、「１つの問題でも、地区によっ
て、意見も、考え方もさまざま」（みたか市民プ
ラン21会議2001:71)であることに気づき、個
人・所属団体レベルのイシューからパースペク
ティヴを複数化できなかったメンバーにとって
は、分科会活動の継続が難しくなった側面も認
められる⑫。
とはいえ、地域社会レベルでの合意形成㈱を

志向するメンバーの次のような発言を見逃すこ
とはできない。

● ● ● ● ●

角々な意見が出されるなかで、目の前のこ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

とだけを言っている人の意見は、だんだん落
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

とされていっちゃう、隠れていっちゃうんで
●

す。確かにそれは大切なことなんだけど、そ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

こから一歩でも二歩でも歩みだしてもらわな
● ● ● ●

きゃ困るわけで(KE氏)。

メンバーは分科会活動を通してそれぞれの価
値観の違いや考え方の異なりに気づき、自らの
個別的・具体的な要求を再考し「大きな視点
に立つ」(KE氏）ことによって「計画するもの
としての課題」（みたか市民プラン21会議2001:
13)へと向かっていった。メンバーが会議の基
本ルールをふまえて相互理解を図ることによっ
て、「市民21会議」のパースペクティヴの複
数性が保証され、そのことが個々のメンバーの
問題意識の拡大にともなう利害の多様性への気
づき伽へとつながったのである。
相互学習を通した市民と市職員の変容
とはいえ、このようなパースペクティヴの複

数化・多様化は、メンバー同士の間に限られる
ものではなかった。素案作成以前の参加システ
ムである「市民21会議」の場合には、通常の
行政の表現手法閥とは大きく異なる「市民プラ
ン」から基本構想・基本計画の素案を作成する
ため、市職員（｢市討議要綱チーム｣）には提案内
容の細部を確認する必要があった。メンバーと
市職員の間には、「市民プラン｣、基本構想第
一次素案・第二次素案、基本計画第一次素案・

第二次素案という５つの相互行為局面があり、
このなかで両者のパースペクティヴの複数化が
生じていったと言える。

私が担当した景観・建物関係のところでは
雲をつかむような話が多くて、「そういうの
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は主観の問題だから」って言いきった市の職
● ● ● ● ● ● ●

員もいたわけです。〔中略〕意見書のやりと
●

りを経て、 「五感」っていう言葉も計画素案
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

に入りましたね。「市民プラン」を基本計画
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

の素案に反映するために、市も相当悩んだと
思います(KE氏)。

「市民21会議」の参加システムの特徴は、
｢言いっぱなし、聞きっぱなし」と椰楡される

ことの多かった従来の市民参加の弊害を打破す
るために、メンバー自身が会議の基本ルールを
打ち立て、実効性や日程に責任をもちつつ提言
内容を作成したことである。とりわけ重要だっ
たのは、あれもこれもと要求を出すことなく、
500億円近い市の財政見通しをふまえて納税者
としてのバランス感覚を働かせ、多種多様な市
民のニーズのなかから独力で「市民プラン」を
まとめあげることだった。「とにかく勉強した」
(AK氏)、「副業みたいな感じだった」(KE氏）
とメンバーが語るように、新たな参加システム
の導入によってメンバーの学習量・作業量は膨
大なものとなったが、ここには「市民プラン」
が市に対する提言にとどまらず、市民自身の行
動計画(actionplan)でもあったことが如実に示
されている。

「五感」という言葉をめく､るやりとりからも

わかるように、市職員はメンバーと意見を交わ
すなかで自らのパースペクティヴの限界に気づ
き、問題意識を拡大させて「役所文法」から脱
却していった。基本構想・基本計画の素案をめ
ぐる「市民21会議」メンバーと「市討議要綱
チーム」との約１年にわたる意見交換は、両
者の「学びの場の共有」(ST氏）という意味あ
いを帯びており、そのような相互行為が「われ
われの提言内容を部分的に取り入れてくれてい
る点では評価できる」（副座長･AK氏）とされる、
｢市民プラン」の総合計画への反映につながっ

たのである。メンバーの発言からは、提言内容
の底を流れる理念や思想が十分に反映されたと
は言いがたいものの、市民生活に根ざした具体
的な提言が基本計画として政策化されたことが
わかる㈱。
しかし、市民と市職員の「学びの場の共有」

は市民が前提としていた自己規定にも再考を迫
るものであった。

５協議的な市民的公共圏の醸成

前節までの議論をふまえて、過去３０年間の
三鷹市の参加システムの展開をまとめよう。あ
わせて、メンバーの意識変容を可能にした協議
手続きについて論じ、「市民21会議」が協議
的な市民的公共圏の萌芽であることを指摘した
い。

「市民21会議」以前の参加システムは、市

民グループや住民協議会の代表者が計画策定過
程に参加し、出された意見や利害を市が調整す
る審議会方式であった。審議会を中心とする市
民参加には、計画策定段階において施策の専門
化・地域化が促され、計画実施段階においては
参加団体からの協力が得られるという利点があ
ったものの、一般市民の公募枠に人数制限があ

これまで、私たちはどちらかというと詳細
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

に及ぶ議論を避け、どこかで「後は行政にお
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

任せ」という逃げ道に留まっていた傾向があ
ると思います。しかし、この市民21会議で

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

は、できうる限りの議論を交わし、ギリギリ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

のところまで議論を詰めて合意を形成できた
といえるでしょう（みたか市民プラン21会議
2001:17)。

｜｜
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の基本ルールであった。『公共性の構造転換』
1990年新版への序言でハーバーマスも引用す
る、ジョシュア・コーエンの協議民主主義の構
想をふまえるならば、メンバーは自由・道理性
(reasonableness)・平等・コンセンサスという４
条件をそなえた協議手続き伽にしたがって、自
らの社会構想の是非を実際の協議における「理
由の公的交換(publicexchangeofreasons)」にゆだ
ね、「市民２1会議」としての公共善をめざし
ていったと言える(Cohenl997)。メンバーの価
値観の違いや考え方の異なりを一つの合意へと
収数することなく、複数のパースペクティヴか
らなる市民提案が可能であったのは、このよう
な協議手続きをメンバー自身が打ち立てたこと
による部分が大きい。
以上のように、「市民２１会議」のメンバー

が素案作成以前に「市民プラン」を作成し、市
と対等な立場で基本構想・基本計画の策定にあ
たったことは、運動の自生的な組織化という点
では限界があるものの、公共的論議から産出さ
れるコミュニケーション的権力と制度化さ'れた
政治的意思決定システムの連携というハーバー
マスの理念的な社会構想の、今日における現実
的到達点を示している。また、メンバーが自ら
定めたルールにもとづいて合意形成を図ったこ
とは、１７万市民のうちの３７５名という人数的
な限定を付さなければならないものの、市民が
サービス受益者や世論形成参加者といった行政
システムに包摂された受動的存在から、理念的
な「論議する公衆(Publikum)｣(Habermasl!D90=
1”2）へと政治的能動化をとげつつあることを
物語っている。その意味において、約２年間
にわたる「市民２１会議」という政治的アリー
ナは、協議的な市民的公共圏の萌芽と言えるの
ではないだろうか。

＊

るため参加者のパースペクテイヴの複数性が限
定され、素案作成以後の参加システムであるた
めに参加者は素案の修正に終始するという弱点
があった。早い時期にその基礎が築かれた三鷹
市の参加型計画行政は、９０年代の「長期計画
案検討市民会議」において既に飽和状態となり、
住民サイドからも行政サイドからも参加システ
ムの活性化が求められていた。
「市民２1会議」には、(1)メンバー自身が会

議のルールを打ち立てて市とパートナーシップ
協定を結び、(2)人数制限のない完全公募方式に
よって素案作成以前に「市民プラン」を作成し
た点で、自治と協働の参加システムへの転換が
認められる。それによって、組織に所属する
人々だけでなく、それまでの活動経験に乏しか
った人々にも参加の輪が広がり、多様なパース
ペクティヴのもとで提言をまとめ素案を検討
することが可能になった。「市民２１会議」は
参加システムを刷新することによって参加層を
拡大し、公共空間のパースペクテイヴの複数性
を確保しようとしたのだと言える。そして、当
事者たちへのインタビューによれば、参加シス
テム活性化のきっかけは、参加者が立場の違い
や意見の対立を調整し素案のない白紙段階から
プランを作成した、住区規模の「丸池復活プラ
ンづくり」「高山小学校建て替えプランづくり｣、
全市規模の「福祉プラン２１」「都市計画マスタ
ープラン」の成功であった。
このような３７５名という大人数によるゼロ

からの「市民プラン」の作成を可能にしたのは、
｢時間の厳守：時間は全員の共有であり、これ
を大切にする」「自由な発言：自由な発言を最
大限に尊重する」「徹底した議論：徹底した議
論から相互信頼の土壌をつくる」「合意の形成：
合意に基づく実効性のあるプランづくりをめざ
す」という４つの原則を定めた「市民２１会議」
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地方分権が叫ばれる今日、各市町村ではまち
づくりへの市民参加が進展をみせており、自治
体総合計画や都市計画マスタープランの作成に
あたって興味深い活動が展開されている。なか
でも、効率的で開かれた自治体へ向けた三鷹市
の行財政運営、市民グループ・住民協議会の参
加経験の蓄積に裏打ちされた「市民21会議」
の先進的な参加システムは、他の自治体にとっ
て、（直接的な適用は難しいかもしれないが）市民
の多様な観点を反映させて総合計画を内容豊か
なものとするために大きな意義を有するであろ
う。
なお、「市民プラン」の基本構想・基本計画

への反映、および「市民21会議」解散後の市
民と行政の協働の展開について、本稿では論じ
ることができなかった。これらの問題を別稿の
課題とすることを期しつつ、ひとまず掴筆する
ことにしよう。

(3)しかし、保守自治体では住民参加行政が形骸化
し、行政サイドとの緊張・対抗関係を失って下請
化・末端化することも稀ではなかった。
(4)都市コーポラティズム体制から疎外された住
民は政治的無関心を増大させる場合が多かったが、
コーポラテイズムに与しない人々によるイシュー
別のボランタリーな団体（文化活動・消費者活動・
地域福祉活動・環境保全活動など）も噴出し、そ
れらがネットワーカーとなることによって、伝統
的地域組織と住民運動体がネットワーキングを形
成した側面も認められる（似田貝1991)。

(5)本稿では、昭和５０年に確定した基本構想を第
一次基本構想、平成２年に確定した基本構想を第

二次基本構想、平成13年に確定した基本構想を

第三次基本構想とそれぞれ便宜的に呼称する。
(6)人数の内訳は、公募一般市民８名、住民協議会
推薦７名、市民団体推薦４６名、市議会議員推薦５
名、学識経験者４名である。

(7)三鷹市のコミュニティ行政が、（旧）自治省の
「コミュニティ（近隣社会）に関する対策要綱」に

もとづくモデル・コミュニティ事業とは一線を画
していたことに注意されたい。「三隠方式」のコミ
ュニティ行政は、当時の市長・鈴木平三郎が（旧）
西ドイツ視察中に地域住民によって自主的に管理・
運営されているコミュニティ・センターを訪問し、
コミュニティ施設とその住民管理方式に感銘を受
けたことが出発点である。

(8 )三鷹市の人口増加率は、昭和31～35年が
l .33倍、昭和36～40年がl .41倍、昭和41̅
４５年がl.22倍である。
(9)コミュニティ・カルテでは住区の現状や問題点
を把握し、住民の意見や要望が住区単位でまとめ
られた。一方、まちづくりプランでは現況認識を
おこなったのち、道路・遊歩道・公園の整備とい
ったモデル事業案が作成された。

側市職員の次の発言を参照されたい。「団体推薦

注
( l )本稿は「市民21会議」事務局長・副座長(3
名）・事務局担当・事務局ボランティア、および
三鷹市職員（企画経営室）に対するインタビュー
調査にもとづいている。このインタビュー調査は、
2001年10～ll月にかけてそれぞれ１時間半程

度おこなわれた。内容はICレコーダーに記録し、
後日書き起こしたものを本稿の資料として用いて
いる。また、引用文中の傍点は筆者によるもので

ある。この場を借りて、ご協力いただいた方々に
心から御礼申し上げたい。

(2)平成10年、三麗市は日本経済新聞・日経産業
消費研究所の「効率的で開かれた自治体」調査で
全国１位となった。また、平成ll年には行政経
営品質評価基準を作成し、行財政運営の経営評価
を開始した。

’
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市への提言、関係機関への提言のみならず、市民
自らの行動計画も含んでいることを明記し、市民
自身がプランの実効性と日程に責任をもつことを
求めている。このパートナーシップ協定は市と「市
民２１会議」が相互に対等な立場で議論や意見交
換をしながら基本構想・基本計画の策定にあたる
ことを含意し、市と「市民２１会議」の双方に主

体性と責任の共有が求められている。
⑮「市民２１会議」には第１分科会から第１０分科
会まで１０の分科会が存在し、それらは市民生活・
行政に関する個別テーマを扱う分野別テーマの分
科会（都市基盤の整備、安全なくらし、人づくり、
安心できる生活、都市の活性化）と、それぞれの
個別分野に共通するテーマを扱う共通テーマの分
科会（平和・人権、市民参加のあり方．NP()、情

報政策、自治体経営、地域のまちづくり）に大別
される。

● ● ●

⑱メンバーの次の感想を参照されたい。「上意下
● ● ● ● ● ● ●

達的な全体運営には何度も疑問を感じ、不満が残
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

った。意見を言っても頭ごなしに否定される場面
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

があり、自由に意見を言える場や雰囲気さえなく、

充分な討議を重ねる時間もなさ過ぎたのではない
か」（みたか市民プラン２１会議2001:６０)。「市民
２１会議」では、少数意見尊重や全員合意原則と
いった会議の基本ルールが平等な人々による協議
の自由と開放性を保証していたが、協議一外的な

要因（例えば、参加・活動経験に裏づけられた言
説資源）が影響を及ぼしていた側面も認められる。
この点に関しては、参加システムの漸次的改善が

必要であろう。
⑰メンバーの次の感想を参照されたい。「子育て
も仕事もしている私は会議後半には欠席がかさみ、
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ０ ● ●

出席者もだんだん時間的余裕のある人に限定され
● ● ● ● ●

てきました」（みたか市民プラン２１会議2001:
２５)。「市民２１会議」では、討議原則として時間
厳守が明文化されたにもかかわらず、会議後半に

の人たちは、それぞれの分野の専門家であったり、
地域で一生懸命活動されている人ですから、非常

● ● ● ●

に熱心に議論をされるわけです。でも、違う分野
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

のことについて、違う分野の人同士が議論をする
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

という関係にはなりにくいんですね。〔中略〕自分
が専門とする活動以外は、「そちらの団体の意見を

● ● ● ● ●

優先させてください」という感じで、参加自体が
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

縦割りになってしまうんです」（企画経営室・OS
氏)。

● ● ● ● ●

(ll)市職員の次の発言を参照されたい。「過去10年
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

間に経験してきたさまざまな市民参加が、象徴的
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

なかたちで今回の「市民21会議」につながって
● ●

いると思うんですね。「福祉プラン21」では今回
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

と同じように素案がない段階で大きなシンポジウ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ムを開いて、市民のみなさんの声を聴いて、それ
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

から公募による大人数の委員会でまとめていくと
いう手法をとりました。「丸池」や「高山小学校」
のワークショップでは地域の方々が熱心に参加さ

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

れて、地域住民だけでできる部分もたくさんある
んだということが分かりました」(OS氏)。

⑫まちづくり研究所は、国際基督教大学を中心と
する研究者５名と市の企画調整室職員によって構
成される研究機関である。なお、平成ll年、財
団法人・三鷹市まちづくり公社は中心市街地活
性化法にもとづいてTMO(TbwnManagement
Organization)として株式会社化し、株式会社・
まちづくり三鷹となった。

⑬この提言書は「限られた財源・資源の中で何を
優先的に行うか、あるいは何をやめるか、高齢化・
少子化の中で公共施設をどう活用・転用するかと
いった困難な選択」をおこなうために基本構想・
基本計画の策定における素案作成段階からの市民
参加を提案し、「市民参加で基本構想・基本計画を
立案するための準備会」を市民主導で発足させる
ことを提言した（一條2000)。

側パートナーシップ協定は「市民プラン」が三鷹
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はインフォーマルな会合も数多く開かれ、参加可
能層の限定につながった側面も認められる。
(１３平成1２年春､庁内組織「２１世紀構想策定本部」
は脱セクショナルな組織再編をおこない、「市民
２１会議」とのインターフェイスとして部長・課
長クラスの職員約１００名からなる「市討議要綱チ
ーム」を設置した。また、「２１世紀構想策定本部」

の若手職員によって『三鷹を考える論点データ集』
『三膳を考える基礎用語事典［市政概要]』が作成

され、これによって「市民２1会議」メンバー間
の情報格差が補填された。

⑲基本構想案は６月議会に上程され、８名の市議
会議員によって「基本構想審査特別委員会」が構
成された。基本構想案には１４の修正が施され、９
月末の市議会において全会一致で可決された。

剛「市民２1会議」メンバーの連帯関係は、自己と
他者がともに肯定される連帯主義的な自他関係と
言いうるものである。佐藤慶幸によれば、人間性
および自由と平等の理念を志向するポランタリズ
ム(voluntarism)は他者との連帯や協同をめざ
し、他者を支配し所有し管理することのない、自
己と他者がともに肯定される世界を形成する。ま
た、相互主観的な自己一他者関係にもとづく共感
的了解世界の形成過程では、「視界の相互性」によ
る自己の脱中心化と自己の（再）確立が同時に生
じるとされる（佐藤1982)。

(２Dメンバーの次の感想を参照されたい。「｢市民
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

２1会議」では色々な人の意見にもまれて、自分の
● ● ● ● ● ● ● ●

意思が見えてくる。自分から出すというよりは押
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

されて出るものがあって、自分自身が意外な自分
● ● ● ● ●

を発見するという体験をしました」（みたか市民プ
ラン２１会議2001:６４)。

㈱最終的な分科会活動の参加者数は当初の半数近
くにまで落ちこみ、各回の全体会の出席率は平均
２０～３０％台にとどまった。この要因としては利
己的な理由（自分の要求が通らなかった、自分の

興味・関心とは違った）ばかりではなく、個人的
な事情（仕事が忙しくなった、身内の者が病気に
なった、転居することになった）も指摘できる。

鯛個人レベルで生活上の問題の解決策を模索する
「個的問題提起性」から共同体レベルで合意形成を

図り解決策を提起する「共同的問題提起性」への
昇華について論じる中道實は、「公共性」という主
体要件にとって「共同的問題提起性」が重要であ
ることを指摘している（中道1997)｡

伽この文脈において、参加民主主義理論の指摘は
重要な意味をもっている。「政治参加の教育効果」
が含意するのは、個人が私的利益と公的利益が相
互に関連していることを学習することによって、
自らの私的利益ばかりを主張することなく責任あ
る社会的・政治的行動を酒養できる、ということ
である（蒲島1988;Patemanl970=1977)。

㈱住民サイドと行政サイドは問題関心を異にする
ため、同一事象を語る場合でも言語体系が異なり
（｢住民語」と「行政語｣)、このことが両者のコミ
ュニケーション不全を生み出すことが少なくない
（奥田1993)。また、審議会方式の参加システム
では「住民語」と「行政語」のギャップが研究者
や都市プランナーによって埋められ、それが結果
的に行政官僚機構の肥大化につながる傾向も認め
られる。

㈱例えば、第１分科会がテーマとする都市基盤の
整備について言えば、「車系社会から人系社会への
転換」という理念的な提言が基本構想の前面に打
ち出されることはなかったが、そのような理念に
もとづく具体的な提言（歩行者道や自動車道の整
備）は基本計画に反映された。
伽自由・道理性・平等・コンセンサスの４条件を
そなえた理想的な協議手続きが含意するのは、参
加者が、(1)協議の前提条件と結果にのみ拘束され、
協議結果にもとづいて行為可能であること、(2)提
案を提出したり批判したりするために、他者が受
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諾可能な理由を述べる必要があること、(3)平等な
発言権をもつと同時に、実際の権力・資源の配分
が協議に影響を与えないこと、(4)全ての参加者に
とって説得的な、合理的に動機づけられたコンセ

ンサス的理由の発見をめざすこと、である(C()hen
1997:72-5)。
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CIEatiOn㎡DenerativehbliCSplleml)yⅡⅢalizatimofPerspectives

RefemngtoGGMitakaCivilConferencefOrtlle21stCenturyPlan''

Sα伽,肋s""o7･j

Thesedayswecanrecognizethecitizenparticipationmarkedbyselfgovernanceandpartnershipin
makingamunicipalcomprehensiveplan,anditisdifferentfromthefbnnercouncilsystem,Thispape喝taking
upasanexample"MitakaCivilConferencefOrthe21s!CenturyPlan'':itmadethecivilproposalbefbrethe
originalplanfOmedbythecityo価cials,explainshowtheattitudesofthememberschangedbyinnovationof
theparticipationsystem.ThenlwanttoarguesuchapoliticalarenaisasignofthedeliberativepublicspheIe
fOnnedbythosewhohavevariousperspectives.
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